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8

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・国家公務員法第27条、第36条、第40条～第49条
・採用試験の対象官職及び種類並びに採用試験により
確保すべき人材に関する政令
・人事院規則8―18

主要政策・施策

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

平成29年度

％

国家公務員採用試験の実施 担当部局庁 人材局 作成責任者

事業開始年度 担当課室
試験課
試験専門官室

課長　安部哲弥
首席試験専門官　秋庭能久

事業名

会計区分

令和2年度

0

翌年度へ繰越し 0

計

令和元年度

その他の事項経費

0

２０１９年度国家公務員採用試験の施行計画
（平成３１年２月１日）

平成29年度 平成30年度 令和元年度
目標最終年度

予算額・
執行額

（単位:百万円）

0補正予算

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

356

平成30年度 令和3年度要求

予算
の状
況

275

実施方法

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

100% 120% 96%

275

年度

　総合職試験（院卒者試験及び大卒程度試験）、一般職試験（大卒程度試験、高卒者試験及び社会人試験（係員級））、専門職試験（国税専門官、労働基
準監督官等）及び経験者採用試験を実施している。令和元年度において人事院が試験機関として自ら実施した採用試験の数は、21種類24回（うち経験者
採用試験は８種類）である。このほか、「公務部門における障害者雇用に関する基本方針」（平成30年10月23日公務部門における障害者雇用に関する関係
閣僚会議決定）による要請を受け、人事院が能力実証等の一部を統一的に行う障害者選考試験を実施した。

275

年度-

昭和２３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

行政課題の複雑・高度化、グローバル化等が進む中で、高い資質と使命感を有する多様で有為な人材を確保するため、採用試験を公正かつ円滑・確実に
実施する。

前年度から繰越し 0 0

成果実績

目標値

成果指標 単位

00

0 215

0

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

令和２年度行政事業レビューシート 人事院

執行額

275 275 356 561 633

330 340

執行率（％） 100% 120% 96%

0 0

346 633

関係する
計画、通知等

達成度

-

0

主な増減理由

 国家公務員採用試験における新型コロナウイルス感染拡大防止措置
及び就職氷河期世代に係る国家公務員中途採用者選考試験の実施
のため

令和3年度要求

-

0

0

非常勤職員手当 5

歳出予算目

任用試験費

諸謝金

職員旅費

情報処理業務庁費

講師等旅費

計

令和2年度当初予算

277

43

19

2

0.05

346

事業番号 0004

633

42

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

546

35

2

0



選考試験 － 754 244

人

人

総合職 人
23,425 22,559 20,208

- -
試験 2,025 1,953 1,957

一般職試験 人
35,142 33,582 29,893

- -
(大卒程度） 7,205 7,782 7,605

一般職試験 人
13,958 14,455 15,338

- -
(高卒程度) 2,690 3,289 3,037

その他の 32,653 31,732 28,167
- -

大卒程度試験
5,281 5,712 5,643

人

その他の 29,092 27,272 30,698
- -

高卒程度試験
4,179 4,568 4,517

障害者 － 8,712 4,574
- -

令和2年度
活動見込

22・25

令和3年度
活動見込

22・25

令和2年度活動見込

2,048

代替指標

計算式

年度

定性的な成果目標と平成29～令和元年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度

種類・回

単位

実施した採用試験の種類・回数
21・24 21・24

－

－

代替目標

平成29年度 平成30年度 令和元年度

－ －

定量的な目標が設定できない理由

単位

国家公務員採用試験の申
込者数（上段）及び合格者
数（下段）

－目標値 － －

実績

採用試験を公正かつ円滑・確実に実施する。
　平成30年度については、「公務部門における障害者雇用に関する基本方
針」による要請を受け、人事院が能力実証等の一部を統一的に行う障害者
選考試験を、極めて短時間の準備期間の中実施したが、選考の公正性を損
なうことなく、円滑に実施することができた。
　この他に平成29～令和元年度において、採用試験の公正性を損なうような
問題を生じさせることなく、所定のスケジュールどおりに全ての試験を実施す
ることができている。

百万円/人

種類・回

330/138,312

単位当たり
コスト 2,386 2,638

活動実績

令和元年度

－

275/134,270

21・24

中間目標

円
執行額（百万円）／申込者数（人）

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

21・24 21・24 21・24

単位

　本事業は、採用試験を公正かつ円滑・確実に実施することを目
的とするものであり、民間の採用動向等の影響を受ける申込者数
等を用いた定量的な評価にはなじまない。

平成29年度

目標最終年度

年度

－

平成29年度 平成30年度 2019年度

平成30年度

340/128,878



経験者採用試験の種類の追加、障害者選考試験の実施等
各方面からのニーズに対応した。

試験の公正性を確保しつつ、インターネット申込み、多肢選
択式答案の採点業務など、一部業務を民間委託している。

国の事業を遂行する優秀な人材の確保に係る重要な事業で
あり、必要かつ適切な事業である。

　※ 外部有識者による点検の対象外の事業

　国家公務員採用試験については、引き続き効率的な実施に努めつつ、新型コロナウイルス感染拡大防止措置及び就職氷河期世代に係る国家
公務員中途採用者選考試験を適切に実施するための予算を計上する。

事
業
の
効
率
性

-

　国家公務員採用試験の電算処理については、平成22年度
から予算執行の透明性を高めるため、一般競争入札を導入
し、複数の業者の参入を促しているが、結果として一社応札
となっている。

多くの府省において、新たな試験に移行した平成24年度以
降の試験からの各年度の採用者のいずれについても、従来
どおり優秀な人材を確保できたとしており、国家公務員採用
試験により、各府省の需要に応じた多様で有為な人材を確
保することができている。

所管府省名

○

事業番号

○

事業名

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

採用試験の実施に当たっては、試験受付業務等の合理化・効率化を図るなど、費用対効果を意識した効率的な試験業務に努め、インターネッ
トを利用することの利便性等をアピールし、さらなる浸透を図ることにより、事務の合理化やコスト削減を推進する。

　国家公務員採用試験は、各府省の需要に応じた多様で有為な人材を供給してきており、情実任用を排し、能力本位により公務を担う優秀な
人材を確保するための必要不可欠な事業である。この採用試験の実施に際しては、費用対効果を意識し、効率的に実施している。
　国家公務員採用試験に際しては、平成24年度から全ての試験でインターネット申込みを実施しており、試験業務の合理化・効率化、受験希望
者の利便性の向上を図ってきた。また、平成28年度より、インターネット申込者については自らの試験結果（成績）をインターネット上で確認でき
ることとし、受験者の利便性向上及び受験者からの成績開示請求に関する事務の合理化を図ったところである。
　インターネット申込割合の増加（令和元年度は全体で99.9％）に伴い、受験案内・申込書・受験票等の印刷部数を漸次削減してきている。

○

行政事業レビュー・調達改善推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

評　価

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

○

項　　目

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○

改善の
方向性

×

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

外部有識者の所見

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

評価に関する説明

現
状
通
り

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

　国家公務員採用試験の実施について、引き続き効率的な事業の実施に努めつつ、新型コロナウイルス感染拡大防止措置及び就職氷河期世代
に係る国家公務員中途採用者選考試験を円滑に実施できるよう、概算要求に適切に反映させること。

国
費
投
入
の
必

要
性

点検結果

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

無

○

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）



※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【随意契約(企画競争)等】

【一般競争入札】

【一般競争入札】

【諸謝金】

【本院から予算配分】 【随意契約(少額)】

【随意契約(公募)】

【随意契約(その他)等】

I.事務費　16百万円

（国家公務員採用試験の実施に係る備品費、消耗品費、会
議費及び非常勤職員手当）

A.凸版印刷（株）ほか　61百万円

（国家公務員採用試験の実施に係る印刷製本費）

B.日本情報産業（株）　99百万円

（国家公務員採用試験のインターネット受付等に係る電算
処理業務料）

人事院
340百万

C.京葉アドバンス物流（株）　5百万円

（国家公務員採用試験の実施に係る通信運搬費）

D.個人　39百万円

（試験問題作成に係る委員謝金等）

E.事務費　29百万円

（国家公務員採用試験の実施に係る備品費、消耗品費、会
議費及び旅費）

地方事務局（9）
107百万

F.（株）福田印刷ほか　1百万円

関連する過去のレビューシートの事業番号

G.東京大学ほか　79百万円

（国家公務員採用試験の実施に係る会場借料等）

H.日本通運（株）ほか　11百万円

（国家公務員採用試験の実施に係る通信運搬費）

（国家公務員採用試験の実施に係る印刷製本費）

備考

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

- 平成23年度 3 平成25年度 3

平成26年度 3 平成27年度 3 平成28年度 3

平成22年度

3

平成29年度 3

- 平成24年度

平成31年度 4

平成30年度



支出先上位１０者リスト

A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

7

8

（株）謄栄社 8010001024865
2020 総合職（院卒・大卒）等第
１次試験実施事項等印刷代

0.1
随意契約
（少額）

（株）エス・ワイ企画
印刷

4011101003135
2019障害者選考試験ポス
ター印刷代

随意契約
（少額）

5

（株）白橋 1010001046131
国家公務員採用試験の概
要、日程広報資料等印刷代

2
随意契約
（少額）

6

（株）アカマ印刷 3250001007108
記述式答案用紙、総合職（院
卒・大卒）受験心得印刷代

0.9
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

0.1

0.03

3

東洋印刷（株） 3130001021789
多肢選択式答案用紙印刷
代

14

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

随意契約
（企画競争）

業　務　概　要

3

計 5 計 0.0

計 54 計 99

印刷製本費 試験問題集の版下作成及び印刷代 54 雑役務費 平成31年度試験に係る電算処理業務料 59

雑役務費 2020年度試験に係る電算処理業務料 40

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

B.日本情報産業（株）

凸版印刷（株）

（社福）日本点字図
書館

（株）丸井工文社

金　額
(百万円）

A.凸版印刷（株）

使　途

1
随意契約

（企画競争）
7010501016231

費　目 使　途

1
一般競争契約
（最低価格）

通信運搬費 試験問題集の梱包・発送代等 5

54

支　出　額
（百万円）

支　出　先

6010901011444

入札者数
（応募者数）

落札率

2019障害者選考試験受験
心得印刷代

1

試験問題集の版下作成及
び印刷代

点字による試験問題集版
下作成代等

契約方式等

2

1

法　人　番　号

9011105000974

G.東京大学 H.日本通運（株）

費　目

C.京葉アドバンス物流（株） D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

借料及び損料 国家公務員採用試験に係る会場使用料等 5 通信運搬費 国家公務員試験に係る運送料 4

計 5 計 4



B

C

D

9 個人I
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.3 （諸謝金）

10 個人J
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.3 （諸謝金）

7 個人G
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.3 （諸謝金）

8 個人H
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.3 （諸謝金）

5 個人E
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.3 （諸謝金）

6 個人F
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.3 （諸謝金）

3 個人C
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.4 （諸謝金）

4 個人D
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.4 （諸謝金）

1 個人A
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.4 （諸謝金）

2 個人B
総合職（院卒・大卒）専門
試験（多肢選択式）謝金等

0.4 （諸謝金）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　額
（百万円）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要

2 日本情報産業（株） 1011001017799 40

平成31年度試験に係る電
算処理業務料

2020年度試験に係る電算
処理業務料

日本情報産業（株）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

59 1

1

1011001017799

入札者数
（応募者数）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
京葉アドバンス物流
（株）

2011701002645
試験問題集の梱包・発送代
等

5
一般競争契約
（最低価格）

2



F

G

9
（学）大阪電気通信
大学

3120005012802
国家公務員採用試験に係
る会場使用料等

2
随意契約
（公募）

10 （株）関大パンセ 7120901031595
国家公務員採用試験に係
る会場使用料等

2
随意契約
（公募）

7 （学）芝浦工業大学 5010605001676
国家公務員採用試験に係
る会場使用料等

3
随意契約
（公募）

8 （学）獨協学園 2030005005840
2019一般職試験官庁業務
合同説明会会場使用料等

2
随意契約
（公募）

5
新大宗特定目的会
社

6011005007008
国家公務員採用試験に係
る会場使用料等

3
随意契約
（公募）

6 （株）ＴＧサポート 3370001040897
国家公務員採用試験に係
る会場使用料等

3
随意契約
（公募）

3

（学）日本大学 5010005002382
国家公務員採用試験に係
る会場使用料等

4
随意契約
（公募）

4

（学）拓殖大学 8010005002347
国家公務員採用試験に係
る会場使用料等

4
随意契約
（公募）

1 （国）東京大学 5010005007398
国家公務員採用試験に係
る会場使用料等

5
随意契約
（公募）

2
（株）東京流通セン
ター

2010801007950
国家公務員選考試験に係る官庁
業務合同説明会会場使用料等 5

随意契約
（公募）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

4 （株）中本本店 6240001007931 官庁ガイド印刷代 0.02
随意契約
（少額）

2 関東図書（株） 6030001001757 官庁ガイド印刷代等 0.5
随意契約
（少額）

3
北海道印刷企画
（株）

7430001021656 官庁ガイド印刷代 0.3
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 （株）福田印刷 9290801005689 官庁ガイド印刷代 0.5
随意契約
（少額）



H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

10

平田運送（株） 9120001088007
国家公務員試験に係る運
送料

0.2
随意契約
(少額）

8

大宝運輸（株） 2180001037542
国家公務員試験に係る運
送料

0.1
随意契約
(少額）

9

赤帽福岡県軽自動
車運送協同組合

4290005002133
国家公務員試験に係る運
送料

0.1
随意契約
(少額）

6
ヤマトグローバルエ
キスプレス（株）

8010401070468
国家公務員試験に係る運
送料

0.3
随意契約
(少額）

7

セイノースーパーエ
クスプレス（株）

9010601041061
国家公務員試験に係る運
送料

0.1
随意契約
(少額）

随意契約
(不落）

4

日本通運（株） 4010401022860
国家公務員試験に係る運
送料

4
一般競争契約
（最低価格）

2

5 ヤマト運輸（株） 1010001092605
国家公務員試験に係る運
送料

0.4
随意契約
(少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

名鉄ゴールデン航空
（株）

5010601040926
国家公務員試験に係る運
送料

1
随意契約
(少額）

2 日本郵便（株） 1010001112577
国家公務員試験に係る運
送料

4
随意契約
(少額）

3 佐川急便（株） 8130001000053
国家公務員試験に係る運
送料

2

2 1011001017799Ｂ

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 1011001017799

2020年度試験に係る電算
処理業務料

40

一般競争契約
（最低価格）

1Ｂ
日本情報産業
（株）

日本情報産業
（株）

平成31年度試験に係る電
算処理業務料

59

一般競争契約
（最低価格）

1


